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介護保険関係法令

介護報酬

○指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準
○指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等
に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
○指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準
○指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準
○介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準
〇指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準
○介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準
○指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準
○指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防
のための効果的な支援の方法に関する基準

○指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準
○指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準
○指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準
○指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準
○指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準
○指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準

○介護保険法
○介護保険法施行規則

事業所等の
運営基準

介護保険法
全般
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○鴨川市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例
○鴨川市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防の
ための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例
○鴨川市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例
○鴨川市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介
護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例
○鴨川市介護予防・日常生活支援総合事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱

○千葉県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例
○千葉県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に
係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例
○千葉県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例
○千葉県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例
○千葉県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例
○千葉県介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例

○市が事業者を指定

○県が事業者を指定4



例）鴨川市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的
な支援の方法に関する基準等を定める条例

参考資料①参照

附則
1 この条例は、公布の日から施行する。
(虐待の防止に係る経過措置)
2 この条例の施行の日から令和6年3月31日までの間（中略）これらの規定中「、次に」とあるのは「、虐待の
防止のための措置に関する事項に関する規程を定めておくよう努めるとともに、次に」と、「重要事項」とある
のは「重要事項(虐待の防止のための措置に関する事項を除く。)」とする。
(業務継続計画の策定等に係る経過措置)
3 この条例の施行の日から令和6年3月31日までの間（中略）これらの規定中「講じなければ」とあるのは「講
じるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、「行うものとす
る」とあるのは「行うよう努めるものとする」とする。
(感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る経過措置)
4 この条例の施行の日から令和6年3月31日までの間（中略）これらの規定中「講じなければ」とあるのは、
「講じるよう努めなければ」とする。

＊全ての介護保険サービス事業者共通事項
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令和3年度介護報酬改定の概要
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感染症＆災害対応⇒業務継続計画
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高齢者虐待の防止
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計画等の作成のポイント

①職員が実践できる内容
☛指針等は実践するために作成するもの。災害時や感染対策は
万が一を想定し、全ての職員が理解しておくことが大事。

②担当者が変更しても継続できる内容
☛虐待防止、災害対策、感染対策は永遠に続く……

③指針等を作成してからがスタート
☛最初から完璧なものはできない！実践して見直しが肝心！
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虐待防止、感染症対策、業務継続計画共通事項

①事業所内の連絡体制の整備
担当者の選任、事業所内の相談や連絡体制。

②委員会（虐待、感染症対策）の設置
☆他の委員会と一体的実施可。既存の委員会等の活用。
6か月に1回程度
＊但し、感染症については居住系 3か月に1回程度

③職員等に対する研修や訓練の実施
虐待防止及び感染症 年1回以上（居住系は年2回以上）
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虐待防止について①
虐待防止のための体制整備に係る運営基準について

１．虐待防止検討委員会の設置
〇メンバー構成
・管理者を含む幅広い職種で構成。
・内部関係者のみの構成で可。外部から専門家等を登用できればなお良い。
・他の検討委員会と一体的に実施することも可。

〇開催頻度
・定期的に開催（概ね６か月に１回以上）

〇検討事項
・虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること
・虐待防止のための指針の整備に関すること。
・虐待等について、従業員が相談、報告できる体制整備に関すること
・従業者が虐待等を把握した際に、市への通報が適切に行われる方法に関すること
・虐待等が発生した場合、再発防止策に関すること。
・再発防止策を講じた際の効果についての評価に関すること。
☛介護保険最新情報 Vol952 小規模事業所における虐待防止委員会の開催は、法人内の複数事業所による合
同開催、感染症対策委員会等他委員会との合同開催、関係機関等の協力を得て開催することが考えられる。
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虐待防止について②

２．虐待防止のための指針の整備

・虐待防止に関する基本的な考え方 ・虐待検討委員会その他事業所内の組織に関する事項
・職員研修に関する基本方針 ・虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針
・虐待等が発生した場合の相談報告体制に関する事項 ・成年後見制度の利用支援に関する事項
・虐待等に係る苦情解決方法に関する事項

３．虐待防止のための研修の実施

〇研修方法
研修プログラムを作成し、内部研修を実施。内容を記録として残すこと。
新規採用時には、別途研修を行うことが望ましい。
〇研修内容
虐待等の防止に関する基礎的内容であること。
〇実施回数
年 1 回以上実施（居住系、施設系は年 2 回以上）

４．虐待防止に関する担当者
専任の担当者を置くこと。虐待防止検討委員会の責任者と同一人物が望ましい。
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感染症対策について①

感染症対策の強化に係る運営基準について（概要）
【厚労省老健局：介護現場における感染対策の手引き】参照

１．感染症対策検討委員会の設置
〇メンバー構成
・感染対策の知識を有する者を含む幅広い職種で構成する。
・内部関係者のみの構成で可。感染症対策の専門家等を登用できればなお良い。
・他の検討委員会と一体的に実施することも可とする。
〇開催頻度

定期的に開催（概ね 6 か月に 1 回以上）＊施設系は 3 月に 1 回。ただし、感染症の流行時期には随時
開催。
〇活動内容
・感染症対策検討委員会その他感染症に関する事業所内の組織に関すること。
・感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備に関すること。
・感染症の予防及びまん延防止の平常時の対応、発生時の対応に関すること。

２．感染症対策の指針の整備
・平常時の事業所内の衛生管理 ・ケアに係る感染対策（手洗い、標準的な予防策等）
・感染症発生時の状況把握、拡大の防止策・医療機関、保健所、市町村等との連携・事業所内の連絡体制
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感染症対策について②

３．感染症対策に係る研修の実施
〇研修方法
内部研修として実施する。研修の実施状況について、記録に残すこと。
また、新規採用時には、別途研修を行うことが望ましい。
〇研修内容
感染対策の基礎的内容の適切な知識を普及啓発するとともに、衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を行
う。
「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向上のための研修教材」等を活用
〇実施回数
年 1 回以上実施すること（居住系、施設系は年 2 回以上）

４．感染症対策に係る訓練の実施
〇訓練の内容
事業所内の役割分担の確認や感染対策をした状態でのケアの演習等を実施する。
机上訓練と実地訓練を組み合わせながら実施することが望ましい。
厚生労働省老健局「新型コロナウイルス感染症 感染者発生シミュレーション～机上訓練～」を参照。
〇実施回数
年 1 回以上実施すること（居住系、施設系は年 2 回以上）
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業務継続計画について①

１．どのような場面を想定するか？

〇通常時（サービス提供時間内（入所系であれば日中））
〇休業時（サービス提供時間外（入所系であれば夜間））

⇒ 職員が在勤若しくは在勤していない場面。
＊自然災害は夜間、土日に発災することが多い傾向

2. どのような災害を想定するのか？
⇒予め予想できる災害と予測できない災害
〇台風☛令和元年度台風災害 ⇒予想できる災害は事前準備が可能
〇地震☛東日本大震災 ⇒予測できない災害は日ごろの備えが必要

3. 業務継続計画の策定にあたっては職員の安否確認方法が重要

まずは職員の安否確認と出勤の確認が必要。また、入所系は地域と連携しておくことが必要。
⇒職員が出勤できなればその後の対応が困難。

職員の安否確認、連絡方法の確認、
電話等が使用不可の場合…

災害備品等の確保、利用者名簿や
マップの整理、社用車の給油、

防災マップの確認…

職員出勤が不可の場合の対応、地
域や医療介護機関との連携…
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業務継続計画について②

4．サービス種別や施設の規模による違い

5. サービス提供不可の場合の優先付け（災害＆感染症共通）
〇サービス提供が不可の場合どう対応するか？

☆最低限のサービス提供はどこまで可能か？

☛有事の際には地域の関係機関と連携し対応することが必要。

サービス種別 ライフライン 被害状況

訪問系サービス 事業所＋利用者宅 事業所＋車両＋利用者宅＋道路

通所系サービス 事業所 事業所＋送迎車両＋道路

入所系サービス 事業所 事業所

サービス種別による
違いを理解しておく。

万が一に備えて情報
を整理しておく。
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業務継続計画について③
業務継続計画（BCP）の策定に係る運営基準について（概要）

１．業務継続計画の策定

〇感染症にかかる業務継続計画
・平時からの備え（体制構築、感染症予防の取組、備蓄品の確保等）
・初動対応（担当者の選任、マニュアルの整備等）
・感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有、事業継続の方
策等）

〇自然災害にかかる業務継続計画
・平常時の対応（建物設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の対策、備蓄品等の
確保等）
・緊急時の対応（業務継続計画発動基準、優先する業務、対応体制等）
・他施設及び地域との連携
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業務継続計画について④

２．業務継続計画に関する研修の実施

〇研修方法
内部研修として実施する。研修の実施状況について、記録に残すこと。また、新規採用職員向けに研修を
行うことが望ましい。
〇研修内容
業務継続計画の具体的内容を職員間で共有するとともに、平常時の対応の必要性や緊急時の対応に係る理
解の励行を行う内容とする。
〇実施回数
年 1 回以上実施すること（居住系、施設系は年 2 回以上）

３．業務継続計画に関する訓練の実施

〇訓練の内容
業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、非常時のケアの演習等について訓練を実施。
机上と実地を組み合わせながら実施することが望ましい。
〇実施回数
年 1 回以上実施すること（居住系、施設系は年 2 回以上）
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ハラスメント対策

ハラスメント対策の強化に係る運営基準について（概要）

１．職場におけるハラスメントの内容及びハラスメントを行ってはならない旨の方針の明確化
・上記方針について策定し、従業員に周知・啓発を図ること。

２．ハラスメントに関する相談・苦情等に応じ、適切な対応のために必要な体制の構築
・相談・苦情等に対応する担当者を定め、従業員に周知すること。
※上記以外に、カスタマーハラスメント防止のための相談体制の整備、被害者への配慮の取組
（メンタルヘルス対策、2 人以上による対応等）、被害防止のための取組（マニュアルの作成、
研修の実施等）を実施することが望ましい。
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令和4年10月～介護報酬報酬改定
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